
政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

１．基本施策の実現状況を明らかにする
(１) 基本施策が４年間でめざす姿

(２) 基本施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この基本施策に関わる基本施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 基本施策を構成する施策及び目標値の達成状況
施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

様式Ｂ 最終更新日：平成 31年 4月26日 1頁

後期基本計画 平成３１年度 基本施策方針書

０４ ひとにやさしく安全・安心で活力あふれるまち
０６ 効率的な汚水処理施設の整備・維持管理

下水道課長  古前田　聡

公共下水道事業と浄化槽設置整備補助事業の両輪で、効果的、経済的に汚水施設整備を推進し、適正に管理されているとと

もに、今後下水道施設を長期安定的に運営するために必要な経営方針や施設の計画的更新の骨子が明らかになっています。

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成34年度

暮 水洗化率

1 ら 82.3 83.2 84 0 0 -
％ 81.4

し - - - - - 0.0

幸 滝沢市に愛着がある人の割合

2 75 77 78 80 80 -
％ 74.6

福 - - - - - 0.0

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成34年度

04060100 環境にやさしく快適な下水道の整備
暮

水洗化率
1 ら

82.3 83.2 84 84.9 84.9 -
し ％ 81.4

- - - - - 0.0

04060200 下水道経営基盤の充実
暮

経営資本営業利益率
2 ら

△0.7 △0.6 △0.5 0 0 -
し ％ △0.64

- - - - - 0.0
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関連性

３．基本施策の実現に向けての取り組みを決定する
(１) 基本施策の達成（実現）に向けた基本計画内の取り組みと方針

様式Ｂ 最終更新日：平成 31年 4月26日 2頁

後期基本計画 平成３１年度 基本施策方針書

０４ ひとにやさしく安全・安心で活力あふれるまち
０６ 効率的な汚水処理施設の整備・維持管理

下水道課長  古前田　聡

・平成29年度末の行政人口に対する下水道供用開始可能人口の割合を表す汚水処理人口普及率は、公共下水道で67.2％、合

併処理浄化槽や団地ごとの集合処理施設で17.3％、全体で84.

政

5％となっています。
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発等が懸念される中、

課

下水道施設の長期安定

長

運

営のための経営合理

職

化やストックマネジメ

・

ント（既存施設管理計

氏

画）等の必要性が高く

名

なっています。

・国は

関

、下水道事業等に地方

係
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政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

(４) 所管施策別事業計画表
施    策    別    事    業    費    計    画    額

No 施 策 名
４ヵ年計

前 年 度 比 較 (%)

様式Ｂ 最終更新日：平成 31年 4月26日 3頁

後期基本計画 平成３１年度 基本施策方針書

０４ ひとにやさしく安全・安心で活力あふれるまち
０６ 効率的な汚水処理施設の整備・維持管理

下水道課長  古前田　聡

平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

04060100  環境にやさしく快適な下水道の整備
1

688,772 728,483 △5.5 755,090 732,031 683,924 2,859,817

04060200  下水道経営基盤の充実
2

728 702 3.7 740 746 680 2,894

04069000  【4-6 基本施策目標値入力用】
2

0 0 0.0 0 0 0 0


